様式第１号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
（宛先）高松市長
　　　　　　　　　　　　      申請人住所
　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　（担当者氏名　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号　　　　　　　　　　　　　）
入札参加資格確認申請書(兼施工実績確認資料・配置予定技術者確認資料)
入札後審査型制限付き一般競争入札公告（令和８年高契・公告第１２４号）（飯田町団地２号棟外２棟解体工事）の入札に参加する資格の確認を受けたいので、申請します。なお、同公告の入札に参加する者に必要な資格の項目において定める要件を満たしていること及び下記の内容については、事実と相違ないことを誓約します。
１　施工実績
	工事名称等
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	税込
	

	
	
	税抜
	

	
	工　　　期
	

	
	受注形態等
	１　元請
２　一次下請
	１　単体
２　共同企業体

（出資比率　　　％）

	工事概要等
	鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は補強コンクリートブロック造の建築物の解体工事（主体工事に限る。なお、発注業種は建築一式工事又はとび・土工・コンクリート工事でも可。）で、請負金額（消費税及び地方消費税を除く。）が１，２００万円以上のもの（過去１５年（一次下請としての施工実績にあっては７年）以内のものに限る。）。ただし、外構部分のみの解体工事は、施工実績として認めない。
	


２　配置予定技術者
	(１)
	技術者の氏名
	

	
	法令による免許等
	

	
	営業所技術者との重複
	無　・　有（　　年　月　日頃までに本入札に係る工事に専任可能）

	
	携わっている他の工事
	無　・　有（当該他の工事の工期の末日：　　　年　　月　　日）

	(２)
	技術者の氏名
	

	
	法令による免許等
	

	
	営業所技術者との重複
	無　・　有（　　年　月　日頃までに本入札に係る工事に専任可能）

	
	携わっている他の工事
	無　・　有（当該他の工事の工期の末日：　　　年　　月　　日）

	(３)
	技術者の氏名
	

	
	法令による免許等
	

	
	営業所技術者との重複
	無　・　有（　　年　月　日頃までに本入札に係る工事に専任可能）

	
	携わっている他の工事
	無　・　有（当該他の工事の工期の末日：　　　年　　月　　日）


３　配置予定監理技術者補佐(建設業法第２６条第３項ただし書に該当する場合に限る。)
	(１)
	技術者の氏名
	

	
	法令による免許等
	

	
	営業所技術者との重複
	無　・　有（　　年　月　日頃までに本入札に係る工事に専任可能）

	
	携わっている他の工事
	無　・　有（当該他の工事の工期の末日：　　　年　　月　　日）

	(２)
	技術者の氏名
	

	
	法令による免許等
	

	
	営業所技術者との重複
	無　・　有（　　年　月　日頃までに本入札に係る工事に専任可能）

	
	携わっている他の工事
	無　・　有（当該他の工事の工期の末日：　　　年　　月　　日）

	(３)
	技術者の氏名
	

	
	法令による免許等
	

	
	営業所技術者との重複
	無　・　有（　　年　月　日頃までに本入札に係る工事に専任可能）

	
	携わっている他の工事
	無　・　有（当該他の工事の工期の末日：　　　年　　月　　日）


※　配置予定監理技術者補佐を提出する場合であっても、２配置予定技術者の提出は必要となる。

（注）
１　申請は、本店からでも、建設業法で定める営業所からでも、行うことができる。
２　開札後、落札候補者となった場合は、次の資料を持参すること。
(１)　営業所からの申請の場合は、委任状
(２)　施工実績については、その実績を確認できる書類
(３)　配置予定の技術者については、資格を証する書類
３　施工実績は、最大３件まで提出できる。複数件提出する場合は、２件目以降について附表を作成すること。
４　配置予定技術者及び配置予定監理技術者補佐は、それぞれ最大３人まで提出できる。
５　開札後、落札候補者となった場合は、施工実績については記載内容が確認できる書類（コリンズ竣工時登録内容確認書、契約書、設計図書（仕様書等のうち当該部分が記載されている箇所）等）を、配置予定技術者については次の資料を持参により提出すること。
(１)　「法令による免許等」については、次の区分による当該資格を証する書類の写し

ア　監理技術者については、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証
イ　監理技術者補佐については、監理技術者補佐資格を有することを証する書面

ウ　主任技術者については、法令による免許を証する書類（合格証等（建設業法第２７条第１項に規定する技術検定に係るものにあっては、当該技術検定の合格後６月を経過するまでの間は、当該合格通知書を含む。））又は実務経験証明書

(２)　入札書提出期限日において引き続き３か月以上雇用していることを証する書類（雇用保険の資格取得等確認通知書又は被保険者証の写し、健康保険・厚生年金標準報酬決定通知書の写し等）

６　法令による免許等の欄には、法令による免許・実務経験のいずれかを記載できる。その審査の結果、必要な資格を満たさないとされた場合、その者が別に有する実務経験・免許で再審査を求めることはできない。（建設工事公告における用語の定義、入札後審査型制限付き一般競争入札についての基本事項を定める件１４(７)）

７　営業所技術者との重複の欄は、記載の配置予定技術者が建設業法第７条第２号又は第　１５条第２号に定める営業所の専任の技術者と重複する場合は、「有」に○を付し、その配置予定技術者の専任が確保できる日を記載してください。この場合、請負代金額が4,500万円（建築一式工事にあっては、9,000万円）以上となるときは、落札決定前に、配置予定技術者審査用書類として、契約締結日までに本入札に係る工事に専任配置することができる旨を誓約する書面を提出しなければなりません。なお、契約締結日は、高松市契約規則第２０条第１項の規定により、落札決定日から１０日以内です。

８　携わっている他の工事の欄は、請負代金額が4,500万円（建築一式工事にあっては、9,000万円）以上となる場合（監理技術者の配置を要する場合を除く。）において、配置予定技術者が携わっている工事の工期と、本入札に係る工事の工期とに重複する期間があるときは、「有」に○を付し、その携わっている工事の工期の末日を記載してください。この場合は、落札決定前に、主任技術者兼務届を市に提出し、確認を受ける必要があります。

附表
　施工実績（２件目）
	工事名称等
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	税込
	

	
	
	税抜
	

	
	工　　　期
	

	
	受注形態等
	１　元請
２　一次下請
	１　単体
２　共同企業体

（出資比率　　　％）

	工事概要等
	 


　施工実績（３件目）
	工事名称等
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	税込
	

	
	
	税抜
	

	
	工　　　期
	

	
	受注形態等
	１　元請
２　一次下請
	１　単体
２　共同企業体

（出資比率　　　％）

	工事概要等
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